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地域医療を支えるための税制改正要望（案） 

 

いつも本会の活動に対し、ご理解とご支援を賜り厚く御礼を申し上げます。 

さて、自由民主党の厚生労働部会、社会保障制度調査会、税制調査会に 

おかれましては、平成31年度税制改正に向けご議論を行われることと 

伺っております。 

以下の要望事項は、いずれも地域医療継続の根幹に関わる最重点事項です。 

実現に向けてお力添えをいただきたく、何卒よろしくお願いいたします。 

 

１． 控除対象外消費税について 

控除対象外消費税の診療報酬への転嫁は、基本診療料への 

きめ細やかな配分により精緻に行い、定期的に検証すること。 

あわせて、個別医療機関等に生ずる補てんのばらつきへの対応のあり方

について、引き続き検討すること。 

 

２． 医療機関経営安定のための設備投資への支援措置 

医療機関における施設・設備の更改・更新や新規導入にあたっては、 

一時的に大きな支出が発生するため、地域医療提供体制の 

確保に向け、法人税への新たな仕組みの導入が必要。 

 

３． 事業承継税制について 

地域に必要な医療を確保するため、医業承継時の相続税・贈与税制度に

ついて、個人に係る医業承継資産の課税の特例制度の創設が必要。 


